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【論文要旨】
　本稿では，アジアやアフリカなどの第三世界での経験から築かれた理論をもとに，それを批判的
に摂取しながら，社会主義体制にも応用可能であると考えられるクーデター発生の要因を取り上げ
た。特に，軍隊内部の組織文化的特徴が最も重要な要因であり，それはある国の軍隊が「政治」に
対して持つ態度のことを指す。特に重要な論点となるのは，軍に政治への不関与，文民優位の原則
が受容されているか否か，である。
　ゴルバチョフの登場を経て，ソ連・東欧圏はドミノ式に崩壊することとなった。その過程で，ソ
連では1991年に連邦維持を目論む保守派と軍隊の一部が結託して起こした，いわゆる「8月クーデ
ター」が起こったが，東欧では旧体制の維持を目指した軍部のクーデターは起こらなかった。ソ連
は軍が分裂を経験し，政治化していた軍の一部が保守派に引っ張られるかたちでクーデターに関与
したが，東欧諸国の軍隊も内的分裂はあったものの，政治に関わることもなく，体制維持派が軍を
動員することもなかった。ソ連・東欧の軍は本来，文民優位の原則を受容し，政治に関わることも
まれだったので，国家の解体を憂いながらも，それを食い止める強力なアクターにならなかった。
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はじめに
　1991年8月19日，ソ連において，新連邦条約締結の阻止を目論む勢力によるクーデターが起こ
った。このとき，当時のソ連大統領であったゴルバチョフは，クリミアのフォロス岬で休養中であ
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り，クーデターはモスクワに残っていた保守派と呼ばれる人たちによって起こされた。このクーデ
ターの首謀者は，マスコミを通じて，自らを「ソ連国家非常事態委員会（rKqR：rocynap－
cTBeHHblh　KoMHTeT　no　qpe3BHqa舳oMy　no∬o）KeHH｝o　B　CCCP）」と名乗り，ゴルバチョフが大統
領を辞任し，副大統領のヤナーエフが大統領代行に就任したと発表した。続けて，彼らとすでに接
触を持っていた，ソ連最高会議議長のルキヤノブが新連邦条約締結の無期延期を発表した。このク
ーデターは結局，ロシア共和国大統領のエリッィンらの反発，西側諸国の不支持，大衆の抵抗，ク
ーデター首謀者たちの決断の優柔不断さなどによって，なし崩し的に瓦解し，3日で終結を迎える
こととなった1。
　このいわゆる「8月クーデター」は失敗に終わったものの，この出来事によって，ソ連軍が連邦
の解体や自由化に対して，強硬な反対派であるというイメージが，新たな政治指導部などに鮮明に
植え付けられることとなった。その証拠として，その後，軍の発言権は大幅に縮小され，軍は脱政
治化を余儀なくされた2。だが，ソ連軍は，実はこのクーデターへの参加に消極的であった3。では
なぜ，ソ連でクーデターが起こったのだろうか。
　また，ソ連の勢力圏に位置していた東欧諸国では，自由化を阻止し，体制を守るという目的のク
ーデターは起こらなかった。第2章で触れることになるが，ソ連と東欧諸国のあいだには様々な
違いがあったにせよ，同じ社会主義体制として似通った構造を有していた。特に，政軍関係におい
ては，ソ連型の党によるイデオロギー的統制手段が東欧に輸出されていた。Z．バラニーは，ソ連
圏諸国の政軍関係は，少なくとも一般化の低いレヴェルでは，という条件付きで，かなりの類似点
を指摘できる，と述べている4。しかし，自由化の開始・進展から体制崩壊にかけてソ連と東欧諸
国は，軍事介入の有無という点で異なる過程をたどった。ではなぜ，東欧ではクーデターが起こら
なかったのだろうか。
　以下，本稿では，自由化期になぜソ連でクーデターが起こり，東欧諸国ではクーデターが起こら
なかったのか，という問題提起に対して，その要因について分析を試み，結果の違いを検証してい
きたい。特に，本稿の主眼はクーデターの理論分析にある。第1章で，過去，主に，アジアやア
フリカなどの第三世界での経験から築かれた理論をもとに，それを批判的に摂取しながら，社会主
義体制にも応用可能であると考えられるクーデター発生の要因を取り上げた。
　そして第2章で，前章の一般理論の考察で取り上げたクーデターの分析枠組を利用しながら，
そのケーススタディーとして，ソ連および東欧における結果の差異を明らかにしていきたい。この
分析の過程で，本稿で提示したクーデターに関する分析枠組の有効性が確認されてくることと思う。
第1章クーデターの要因
　20世紀に入って，クーデターは若干の例外を除き，非ヨーロッパ諸国で発生した。したがっ
て，近年のクーデター研究において，ひいては政軍関係研究全般においても，その分析対象になっ
たのは，主にそれら非ヨーロッパ諸国であった。その事実は，アジアやアフリカ，ラテンアメリカ
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諸国で起こったクーデターの事例から一般化をおこなったE．ノードリソガーらの労作を見ても明
らかであろう5。特に本稿では，そのノードリンガーの研究に一部依拠しながら，クーデター論を
展開していきたい。彼は，1979年に『政治の中の軍人たち　軍のクーデターと軍事政権（Soldiers
in　Politics’　Military　CouPs　and　Gover7tments）』を著したが，第3章でクーデターを扱っている。こ
の第3章で，なぜ，そしていつ軍が政治に介入するかについての要因が分析されている。軍が政
治に介入する原因は軍隊固有の利益の問題に帰されうるが，いつ介入するかという問題では，文民
政府のパフォーマンスの低下や正統性の喪失のなかにも，その理由は見出されうる，と彼は論じて
いる6。つまり，ノードリンガーは軍隊の内的要因こそが政治介入の最も重要な理由となるが，介
入がいつ起こるかについては外的要因によって左右されると考えている。
　しかし，ここで問題が1つ浮上する。それは，本稿で扱う社会主義体制の崩壊過程におけるク
ーデターの分析に，ノードリンガーの研究は役立ちうるか否か，という問題である。答えは，両方
であるといえる。まず，これら研究が有益であると考えられる根拠は，軍隊内部の要因に焦点を当
てているという点に見出しうる。なぜ軍隊自体に注目するかといえば，ノードリソガーの言葉を引
用すれば，「クーデターは，（軍隊によって）意識的に考え出され，意図的にとられた行動である」7
からである。したがって，彼のクーデター研究が軍隊自体に分析の重点をおいているがゆえに，軍
隊の内的要因への注目は政治的および社会経済的背景の異なる国々においても，ある程度応用可能
なのではないかと考えられる。もちろん，軍隊自体，国や地域，体制によって，その構造や状態も
異なっている。しかし，この点を誇張しすぎてしまうと，比較研究それ自体が不可能なものとなっ
てしまうだろう。
　逆に，有益ではないとする理由をあげれば，やはり，政治，経済，社会それぞれの領域のレヴェ
ルや，体制，国際環境などの差異にあろう。クーデターの発生要因は，最終的には軍隊自体に帰さ
れるかもしれないが，外的な要因によって軍隊の利益が侵害されるときや，国内に政情不安を抱え
ているときなどは，そうした要因が軍の蜂起の根拠となりうる。したがって，「第三世界」を対象
として展開されてきた議論を，政治・経済的な背景のかなり異なる西欧諸国や社会主義体制に当て
はめることには慎重であらねばならない。
　以上の議論を踏まえて，クーデターの発生要因に関する理論と，ソ連・東欧の現実の分析を試み
たい。
第1節　クーデターとは何か
　クーデターとは何であろうか。クーデター（Coup　d’Etat）とは，フラソス語で「国家に対する
一撃」という意味である。すなわち，ある特定の集団や個人が暴力を用いながら，不意打ちによっ
て政権を奪取する行為である。その特徴として，権力奪取は，既存の支配的な政治集団のあいだで
おこなわれる。この過程で，軍隊が主要な役割を担うことが多いが，必ずしもその中心にいるとは
限らない8。
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　では，軍隊の側に焦点を当ててクーデターをとらえるならば，どのような定義ができるのだろう
か。軍隊の政治介入は，T．コルトソによれば，2つの側面から論じることができるとされる。そ
れは，軍隊に関わりのある問題の「範囲」と，軍隊が使用する政治的「手段」である。以前に，彼
の議論を別稿で触れた9ので，本稿では詳しく論じないが，ここで重要なのは軍隊が用いる手段で
あるので，これについては若干説明が必要である。コルトンは，軍が利用する「手段」を4つの
レヴェルに分けて論じた。まず，最も低いレヴェルが，将校の持つ「公的特権」であり，ほとんど
の将校が利用する。具体的には，決定や命令に関する権利，情報に対する管理などがそれにあた
る。次が「専門的助言」であり，将校が持つ特別な経験や情報，知識を政治的に利用することを指
す。第3が「政治交渉」であり，軍幹部たちが他の政治アクターに対して用いる手段である。最
後が「武力行使」であり，軍隊が政治的権威を交替させようとするときに用いられる10。この最後
の「武力行使」こそが，クーデターにほかならない。したがって，クーデターとは，軍隊の政治介
入における究極的な手段と考えることができる。ただ，軍隊のみがクーデターを起こすとは限らな
い。その首謀者は，将校である場合もあれば，軍隊を利用してクーデターを計画する文民かもしれ
ない。よって，「クーデターとは，その首謀者たちによる武力を用いた政府の転覆である」と定義
できる。
　そのクーデターにおいて，軍隊はどのような意図をもってそこに加わるのだろうか。必ずしも，
その意図は一様ではないのだが，ノードリンガーの分析に従えば，大きく3つに分類することが
できよう。彼は，軍隊が政治介入を頻繁に行うような傾向を「衛兵主義（praetorianism）」と呼ん
だが，それを「調停者（moderator）」，「守護者（guardian）」，「支配者（ruler）」の3つのタイプ
に分けて論じている。それぞれ簡単に説明するならば，「調停者」では，軍は単に政府に対して拒
否権を発動するのみであり，現状維持を望んでいるとされる。このタイプでは，軍が直接，武力に
訴えることはない。ただ，その拒否権行使という戦略が功を奏さない場合，軍は実力に訴えること
もあるという点は付け加えておかなければならない。「守護者」では，軍は文民政府を転覆させた
あと，一定期間だけ権力を握るが，極端な政治変動は避け，秩序の維持を目的とする。しかし，
「支配者」では，軍は政府を置きかえるだけでなく，自ら支配をおこなう。彼らは政治・経済につ
いて独自の方針を持ち，根本的な改革を目指す。ここで注目したいのは，軍がどのような構想や意
図を持ってクーデターに参加するのか，という点である。「守護者」型の軍隊は，政治において現
状の維持か，若干の修正をおこなうという目的でクーデターに参加するが，「支配者」型の軍隊
は，政治だけでなく，社会経済的領域にまで関与することを目指し，国家全体の統制を目論んでク
ーデターに加わる11。言いかえれば，クーデター後，軍隊が文民に権威を譲るか，そのまま留まる
か，という問題に帰結する。これは，クーデターの計画に軍がどの程度関与していたか，という問
題とも関わると考えられる。おそらく，クーデターの首謀者が文民である場合，軍隊は「守護者」
としての地位をとりやすいだろう。反対に，軍隊中心のクーデターの場合，「支配者」として主要
な将校が政権を担うことがありえよう。
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第2節クーデターはなぜ起こるか
　次に，なぜクーデターが起こるのか，という要因に関する問題を論じていきたい。その要因を分
析するために，前述のノードリソガーの議論同様，軍隊組織固有の内的要因と，軍隊をクーデター
へと駆り立てる外的要因の2つに分けて論じることが必要である12。
1．内的要因
　まず，内的要因として，軍隊の集団的利益，制度的構造，組織文化的特徴の3点を取り上げて
論じていきたい。
集団的利益
　まず，内的要因の1つとしてあげられるのが，軍隊の集団的利益である。この集団的利益は，
ノードリソガーが最も重視する要因である。彼の議論はこうである。あらゆる公的制度（軍だけで
なく，行政機構，議会，司法機関，警察も）は，自らの利益の保護と強化に関心を持っている。詳
しく述べれば，それら諸制度はある一定の利益を持つが，それは予算の確保，専管事項に関する自
立，他の諸制度から侵害された際における自らの職務の擁護，制度自体の継続といった問題のなか
でみられる。これら利益は，諸制度の集団的利益として理解されうる。よって，軍隊の集団的利益
の保護や強化は，政治介入の動機となりうる13。
　さらに，ノードリンガーは，軍隊がその団体としての凝集性や団結心という点で，他の諸制度と
異なっているとみなした。もちろん，軍隊はその独特なヒエラルキー構造や武力の保持という点
で，他の諸制度とは比べ物にならないほどの強大な力を持っている。ただ，軍隊固有の利益を守る
ためにクーデターを起こしたとしても，大衆の支持を得られる可能性は低いので，クーデターを主
導する将校たちは，文民政府の失敗からこの国を守るという公共心に基づいたもっともらしい理由
を掲げることとなる14。
　軍の利益が文民によって侵害されるときに，軍の抵抗が予想されうる。例として，前述の予算の
問題が，まずあげられる。組織としての軍隊が，急激に予算を減らされるか，増大の要求を拒否さ
れるとき，それが政治介入の動機になりえよう。加えて，予算の問題は，将校自身の特権の問題と
も関連する。それは，昇給や退職金などの褒賞を含んだ給料の問題や，住居設備の充実など，軍の
有する他の諸制度に優越した権利の剥奪を意味する15。逆に，予算の削減によって，それほど豊か
な生活を享受できていなかった下士官や兵卒の暮らしが，さらに悪化するという状況も起こりう
る。そのほか，軍人の人事や，安全保障政策における不一致などの問題において，文民の意向が軍
の利益に抵触し，政軍の紛争を引き起こすこともありうる。
　しかし，文民主導の軍事改革の例は，枚挙に暇がない。そのたび毎に軍隊が反発し，政治介入を
おこなっているわけではないことは明らかである。要するに，集団的利益が介入を引き起こすか否
かは，別の要因に左右されると考えることができる。よって，この集団的利益の要因は，あくまで
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従属変数に過ぎないといえよう16。
制度的構造
　公的諸制度の1つとしての軍隊は一般的に，政権にいる軍人（「政府としての軍部」）と兵営に
いる軍人（「制度としての軍部」）17によって，また軍種（陸海空）や機能（ラインとスタッフ）に
よって区別されている。加えて，様々な要因によって，軍隊のなかで「派閥」が形成されることが
ある。武田康裕によれば，派閥形成の要因は，「垂直的」と「水平的」の2つに分けられるとされ
る。垂直的な派閥形成とは，昇進や転属などによる人事異動が，将校のあいだで垂直的な絆を作り
上げるという考えである。また，水平的な派閥形成とは，世代や階級の同一性が水平的絆を生み出
し，派閥として形成されるとするものである18。一般的に，これまで軍隊が分裂しているときは，
政治介入は起こりにくいとされてきた。それはおそらく，軍隊が一枚岩で動くことができないの
で，クーデターを起こしにくいという解釈だと思われる。しかし，クーデターは，軍隊の凝集性が
高いときと同じくらい，内的に分裂しているときにも起こりやすいとされる19。要するに，軍内で
どのような人たちが主導権を握るかによって，軍の趨勢は変化する。時の政権に批判的な勢力が軍
内で力を持つとき，政治介入の可能性は高まる。結局のところ，軍の政治介入を抑制できるのは，
その軍内部の派閥力学である20。
　伊藤述史は，軍部の分裂は軍の自立性を侵害し，政権を私兵化するものだと述べ，続けて，軍部
の一体性が損なわれている状況は国家の一体性が侵害されていることであり，この点でそれは政権
の正当性を失わせるに足りると論じている。そして，彼は国家唯一の強制装置である軍隊の分裂
が，クーデターによる政権奪取の可能性を示唆するとしている21。
　また，体制内で，軍隊がどれだけ政治に関わっているかによって，軍隊のとる行動は異なる。軍
隊が政治に関わっていればいるほど，そのときの政治状況に軍隊が左右され，極端な手段をとった
り，文民に利用されやすくなったりもする。特に，軍内の分裂が激しいとき，政治闘争の激化に軍
も巻き込まれ，彼らが一枚岩で行動することが困難になる。
　ただ，これらの議論がクーデターの要因と考えられるか否かは，そのときの政治的背景に負うと
ころが大きい。軍隊の分裂が即時に，クーデターを引き起こす原因となるとは考えにくいし，軍人
が政治に進出していても，そこで軍が利益を得ている状況があるならば，クーデターを試みる動機
はまったく失われることとなる。よって，これらの要因から直接，軍隊自体がクーデターを起こし
たと主張することはできないだろう。あくまで，こちらも従属変数として扱うのが妥当である。
組織文化的特徴
　最後が，組織文化的特徴である。これは，ある国の軍隊が「政治」に対して持つ態度のことを指
す。この態度は各国固有の歴史のなかで形成されてきたものであり，軍隊がいかなる態度を持つか
は，国によって大きく異なる。そのなかで特に重要な論点となるのは，軍に政治への不関与，文民
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優位の原則が受容されているか否か，である。この原則を簡単に述べれば，軍隊は外敵に対して国
家を防衛することを任務とし，文民の権威に従属することを是とする，というものである。S．ハ
ソチントンらに代表される旧来の議論では，軍隊が自らの任務に専心し，専門職業主義化すると
き，非政治化されると考えられてきた22が，必ずしもそうとは言えない，という議論が今や主流と
なりつつある。軍隊が対外的任務のみに関わっても，軍隊に文民優位の原則が受容されていない場
合，戦前の日本やドイツの例のごとく，国内政治に関与する可能性はありうるとされる23。反対
に，軍事クーデターが頻発しているような地域では，軍隊がおおよそ文民優位の原則を受容してい
ない可能性が高い。
　また，軍隊が政治そのものに対して，いかなる態度を持つかという点もまた，重要である。
1960年代のラテソアメリカなどでは，多くの軍事体制が勃興したが，これらの国々の将校たち
は，政治に対してかなりの不信感を抱いていたとされる。特に，彼らは大衆参加を伴うデモクラシ
ーに嫌悪感があり，それをほとんど重視しなかった。民主主義を擁護したとしても，それは自らの
政治的立場に近い人が指導者であったときだったとされる24。
　さらに，軍隊がその国において，事実上，どこに忠誠を誓っているかという問題も，取り上げて
おかなければならない。なぜなら，クーデターの目的自体がその点で正当化されることがあるから
である。例えば，日本の2・26事件では，クーデター首謀者たちの目標は，天皇のもとに挙国一致
の体制を築くことであった。よって，首謀者の青年将校らが天皇に「反逆老」として規定されたこ
とによって，このクーデターは一気に挫折することとなった。同様のことは，1981年にスペイン
で起こった「23－F」クーデターでも見られた。このクーデターにおいても，民主化を妨げようと
いう首謀者の試みは，国王の反対によって寄るべき柱を失い，失敗に終わっている25。以上の例
は，クーデターの成功の可否が，状況によってではあるが，正統性の存在場所によって左右される
ということを示している。憲法の条文などの記載という公的な意味ではなく，実際に，軍隊がどこ
に正統性を求めるかは国によって異なる。個人独裁の権威主義体制においては，軍はその個人に正
統性を求めるだろうが，共産党一党独裁体制では「党」に忠誠を誓うと考えられよう。ただ，その
ような体制の場合，軍隊を何らかの方法で教化，統制している場合が多いが，それが必ずしも成功
してきたとはいえない。体制の危機の際，軍隊が正統性を別の対象に移して，今まで忠誠を誓って
きたはずのその体制を打倒する側に立つこともありうる。これは，軍が国家と政権を区別して考え
ているからである。政変の際，軍が国家こそ救済すべき対象であるがゆえに，危機を打開するため
には，今の政権を打倒しなければならないとして政治介入することもある26。また，民主主義体制
における軍は，国家それ自体に正統性の根拠を置いているといえる。ゆえに，この体制下では，政
権交代が起こっても，非党派化された軍隊は政治介入することはないとされる。
2．外的要因
　次に，外的要因であるが，大きく分けて正統性，国家統合および国家保全，外国の影響の3点
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に焦点を当てて論じていきたい。
正統性
　体制がパフォーマンスの低下によって正統性を喪失し，大衆の信頼を失うとき，軍が政治介入す
る可能性は高まる。ノードリンガーは，そのパフォーマソスの低下をもたらす原因を3つあげて
いる。それはすなわち，政治腐敗などに代表される文民の違憲・不法行為，経済の悪化やインフレ
の進行への責任問題，無秩序や暴力を伴った政治的反対運動に対する弾圧の失敗，である27。
　では，いかにしてこの正統性の低下が軍事介入を招くのだろうか。介入が起こる前提として，軍
部が国家に忠誠を誓い，時の政権に対して批判的であるか28，もしくは，軍の一部が政治化し，非
合法的に政権奪取を目論む勢力と結託しているという状況が存在していなければならない。前者の
ケースではまず，クーデターの中心的アクターとしての軍が，国益保護の代表老と自らを認識し，
体制の正統性喪失によってその国益が侵害されていると考える。よって，国益を守るという大義の
もと，軍は政治介入を正当化する。後者のケースでは，クーデターの中心に文民が位置し，彼らと
国益擁護を掲げる軍が結びつく。そして，前者同様，国家を分裂させかねない政権を排除するため
に，軍事介入が行なわれる。しかし，軍が求める正統性と，大衆が見出す正統性とが一致しないこ
ともある。両者の要求が一致した場合は，クーデターが成功する可能性が高まるが，逆の場合に
は，正統性を確保できず，失敗に終わることもある。
国家統合・保全
　先ほどから何度か取り上げたが，国家の一体性を保持するために，軍が政治介入することもあ
る。軍に求められる任務は，外側の敵から自国を防衛することであるがゆえに，将校たちは自らの
力で国家を守るために政治介入をおこなうという考えを持ちやすい。また，発展途上国などでは，
国家を持たない民族が，ナショナリズムの台頭を背景に，軍隊を中心として民族国家樹立を目指す
ケースが多々みられた。要するに，軍人の志向は，「国民国家」，「民族国家」の概念と親和性があ
ると考えられる。ゆえに，国家統合の局面や，多民族国家の解体といった国家自体の存在に関わる
問題だけでなく，政治的多極化による国民の階層分化といった国家としての一体化が損なわれるよ
うな事態でも，軍隊は動員されることがありうる29。
外国の影響
　国によっては，外国の影響を受けるケースもある。特に冷戦構造下では，大国の影響が大きく，
ラテソアメリカやアジア諸国は，米ソ両大国の思惑がぶつかる場となり，それらの地域で干渉戦争
や内戦，クーデターが頻発した。「アメリカの裏庭」といわれたラテンアメリカでは，キューバ革
命の衝撃を受けて，共産主義の浸透を防ぐべく，アメリカがこの地域の国々に対して，政治的，経
済的，軍事的に積極的な支援・干渉をおこなった30。反対に，1973年にアフガニスタンで起こった
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王制打倒のクーデターなど，ソ連が支持した左派政権樹立を目指す試みも多数あったとされる。
第2章　比較分析：ソ連と東欧
　1980年代後半から90年代初頭，ソ連や東欧諸国に自由化・民主化の波が押し寄せた。そして，
いわゆる1989年の東欧革命，1991年のソ連崩壊によって，ソ連・東欧の共産主義体制はドミノ式
に転覆することとなった。ソ連と東欧のあいだには，体制の導入過程や国際的地位など様々な差異
があったにもかかわらず，政治的には共産党一党独裁が敷かれ，経済的には指令経済が導入され，
自立的な政党や社会集団の存在が許されないといった，共通の特徴が存在していた。そのうえ，政
軍関係においても，ある程度の類似が存在した31。その類似は，政治や経済の領域同様，ソ連から
東欧への「ソ連型」システムの輸出（もしくは押しつけ）の結果であった。
　ソ連と東欧の差異という点では，覇権国であるソ連と，衛星国であった東欧諸国の立場の違いに
も留意しなければならない。ただ，1988年3月にユーゴスラヴィアにおいて，ゴルバチョフによ
って「ブレジネフドクトリン」の放棄が明言され，その後東欧駐留のソ連軍の漸次的撤退も開始さ
れた。このことは，東欧の政治改革・自由化を阻止する「重し」がなくなり，各国が独自に行動で
きるようになったことを意味していた。もちろん，まだソ連の存在は大きいものだったことは確か
であるが，「ブレジネフドクトリン」の放棄によって，類似した政軍関係モデルを持つソ連と東欧
諸国とを比較することが，ある程度可能になったと考えられる。
　しかし，自由化期に，これら諸国のなかで唯一クーデターが起こったのはソ連のみであり，他の
東欧諸国では，クーデターは起こらなかった（表1参照）。もちろん，ルーマニアで流血の事態が
起こり，ユーゴスラヴィアでは内戦が勃発したが，それは軍部が中心となって新たな政権を打ちた
てようとしたクーデターとは異なる。以下，第2章で取り上げたクーデターの要因分析の議論を
踏まえて，ソ連と東欧諸国（特に，東ドイッ32を事例にあげた）におけるクーデターの有無の原因
について考察を試みたい。
表1　自由化期のソ連・東欧の軍
軍　事　介　入
なし 考慮はされた 起こった
ブルガリア チェコスロヴァキア ルーマニア
ハンガリー 東ドイツ ソ連
ポーランド
政　治　介　入
なし 顕著
チェコスロヴァキア 東ドイツ ブルガリア
ハンガリー ポーラソド ルーマニア
ソ連
出所：Barany，“East　European　Armed　Force　in　Transition，”p．8。
※バラニーの対象は東欧のワルシャワ条約機構加盟国のみで，ソ連については筆者が付け加えた。
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第1節ソ連33
1．内的要因
集団的利益
　ソ連の軍隊はブレジネフ期に，防衛政策の分野などでかなりの自立性を持っていたとされ34，党
は軍に対して予算配分や外交政策に関してかなりの配慮をおこなった35。だがゴルバチョフ期に入
ると，状況は一変した。党指導部は文民の防衛政策への関与，予算・人員の削減，軍縮の実施，東
欧からの軍撤退などの政策を，軍の意向をあまり考慮に入れず一方的に推進したので，軍の専門的
な自立性は脅かされた。さらには，軍縮や東欧からの撤退などのあおりを受けて，住居不足や低賃
金など，若手将校らの生活状況の悪化が深刻化していた。軍内の状況悪化に対する将校たちの不満
は，相当程度広がっていた。以上の客観的な状況から，軍の集団的利益は脅威にさらされ，クーデ
ターを起こすに足る合理的な動機が高まった36。
制度的構造
　軍が政治化し，様々な政治的思潮が将校のあいだで受け入れられた結果，ソ連軍は様々なレヴェ
ルや問題領域によって，分裂を経験することとなった。例えば，古参将校と若手将校のあいだ37，
上級将校と下士官，徴集兵のあいだ，人種間で，それぞれ対立軸が存在した。軍指導部は1つの
「派閥」として軍を統合しようと，いくつかのアプローチを試みた。1つが，新しい政治的潮流か
ら軍を隔離することであり，もう1つが保守的なロシアナショナリズムを普及させることであっ
たとされる。しかし，その計画は奏効しなかった38。
　1989年以降，政治的自由化が爆発的に進み，その波に軍人たちも飲みこまれた。将校たちは新
たに導入された自由選挙を利用し，種々の不満を顕在化させる場として，議会や行政府に進出し始
めた39。ただ，軍人議員は様々な政治的傾向をもっていたので，利益集団として行動することはな
かった40。しかし，軍の上層部の一部は，連邦維持を目指す保守派と結びつき，徐々に強硬な意見
を持つようになっていった。
組織文化的特徴
　ソ連軍は，建国以来，軍事力を用いて政治介入をおこなった例はあまりない。唯一の例外とし
て，フルシチョフ期に起こった「反党グループ」事件41があるが，その際，軍は調停役として出現
したにすぎなかった。影響力行使以上の介入はなく，その際築かれた影響力も永続性を持たなかっ
た。よって，基本的には，軍は国内紛争や政治問題に関与しないという原則が受容されてきたと考
えてもよいだろう。その基本原則を打ち破ったのが，ゴルバチョフ期の国内問題への軍の使用であ
った。それまで，国内問題には内務省軍やKGBが投入されていたが，1989年4月にグルジアの首
都・トビリシに軍が始めて動員されることとなった。これに対して，軍内で大きな反発を招き，軍
指導部は民族紛争への不介入を宣言した。しかし，その後幾度か，軍は民族紛争に駆り出されるこ
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ととなった。それと同時に，将校の政治の舞台への進出があいまって，結果として軍人の発言力は
増大した。
　また，ソ連軍は文民優位という原則も受容していたとされる。この原則は，軍の国内問題への関
与や，政治化現象にもかかわらず，ゴルバチョフ期にも続いたと考えられる。さきのトビリシへの
介入後，軍はゴルバチョフの命令で何度か動員されたが，それを拒むことはなかった。ただ，その
背後で，軍が従うべき対象に変動が起こっていたが，それは共産党から新たに選ばれた大統領への
変動であった。その後，従属すべき対象がソ連大統領のゴルバチョフと，ロシア大統領のエリッィ
ンら各共和国指導部のどちらであるのか，について，軍内は割れることとなった42。この正統性を
めぐる分裂が，クーデターにも大きな影響を与えたといえる。
2．外的要因
正統性
　ゴルバチョフの「上からの」改革は，ソ連中央の政治指導部間だけに留まらず，徐々に共和国な
どの地方レヴェルの議論に発展し，さらに大衆社会までをも巻き込んだ。特に1989年以降，「下か
らの」改革の気運が高まった。ゴルバチョフはペレストロイカの支持を大衆に広げようと自由化を
進め，改革に抵抗する勢力に対する一撃として，共産党と国家の分離を断行した。そして，彼は自
分の立場を強化するために自由選挙を利用しようと考えた。だが，この自由選挙の導入が，反対に
ゴルバチョフの立場を弱めることとなった。なぜなら，バルト諸国などは選挙を独立運動のばねと
し，ウクライナなどは対中央の基礎づくりをおこなったからである。さらに，選挙を経た議員たち
はこぞって，新たに開かれた人民代議員大会などで，ゴルバチョフを批判した。議会において，民
主派と呼ばれた人たちはさらなる民主化を訴え，保守派は「党・国家」の弱体化を非難した。
　また，1989年のソ連人民代議員大会選挙は，複数候補制ではあったが，選挙を経ない社会団体
からの代表も残すという点で，完全な自由選挙ではなかった。また，ゴルバチョフは1990年3月
に人民代議員大会でソ連大統領に就任したが，それはあくまで間接選挙であり，大衆の審判を経た
わけではなかった。一方，共和国レヴェルでは，議会と大統領両選挙ともに自由選挙が行なわれ，
大衆の正統性変動の一因ともなった。この例からみれば，もしかするとソ連中央が選挙という手段
を利用して，正統性を築くチャソスがあったとも考えられる43。
　1990年に国家と党の分離が宣言されたが，軍は共産党よりもソ連邦という国家の解体こそ，自
分たちにとっては深刻な課題だと考えた。そして軍は，党に従属する立場から，国家の守護者とし
ての立場へと比重を移した44。
国家統合・保全
　ペレストロイカ期，ソ連構成共和国が自立的な動きを示し，民族紛争も激化した。そのような各
民族の分離の動きに対して，ゴルバチョフが妥協的な解決策として提起したのが，新しい連邦条約
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の締結であった。この条約案は1990年に最初に議会に提出されたが，その後1991年8月に第4次
草案が公表された。このあいだの交渉で，連邦の権限は徐々に縮小され，共和国へと権限が移って
いった。この連邦の弱体化を憂えたのが，いわゆる保守派であった。彼らは，政治化しつつあった
将校たちの強硬な部分と連携し，新連邦条約の締結を阻止する名目でクーデターを企図したと考え
られる。しかし，軍のなかでは，新連邦条約自体を批判するものは実際は少なく，むしろ将校たち
の不安は新連邦条約が共和国側の都合で批准されないかもしれないという点にあった45。
外国の影響
　覇権国たるソ連は東欧を衛星国としていたため，一般的に，ペレストロイカ以降においても，外
国の影響力をそれほど受けなかったのではないかといわれる。特に，ソ連が開始したペレストロイ
カが東欧に波及したという点から見れば，確かにそれは正しいようにみえる。だが，逆に経済の分
野では，過去，東欧での改革がソ連に影響を与えてきたこともあった。そして，ソ連のペレストロ
イカ政策で勢いづいた東欧諸国の民主化の波が，反対に揺り戻しとしてソ連に跳ね返ってきたこと
も否定できない。1989年以降，東欧諸国が社会主義体制からの転換を進めている陰で，ソ連はま
だ社会主義体制を堅持していたのであり，ソ連の保守派が，ドミノ的民主化現象のソ連への波及に
危機感を抱いても不思議ではない46。
第2節　東欧諸国
1．内的要因
集団的利益
　東欧では元来，各国の党がソ連に従属していたため，軍に頼って政権を運営する必要はなかっ
た。そのため，党が軍に対して優遇措置を取る動機を欠いていた。徴集兵が軍務とは別の労働を課
されることもあったし，軍の装備も質・量ともに満足いく水準ではなかったとされる。さらに，経
済が不調のおりには，軍事予算にそのしわ寄せがきた。また，党による政治的・イデオロギー的統
制も，ソ連同様なされており，実質的に東欧諸国の軍はソ連と党の二重支配下にあったといえる。
よって，軍への冷遇に対して，二重の支配下にあった軍が不満を露にし，強い抵抗を示すことは困
難であった47。自由化期にはソ連同様，人員や予算の縮小を含んだ軍事改革の波は押し寄せた48
が，それについて，一部の将校は不満を持った。だが，それがもとで起こった政治介入はみられな
かった。
　東ドイッでは，1989年末，モドロウ政権が誕生して始めて，軍事改革が本格的に着手された。
そして，1990年4月には自由選挙で選ばれたエッペルマンが国防相に就いた。その後，国防省は
「軍縮・防衛省」に名前を変え，エッペルマンも軍縮を旗印に，文民を積極的に登用しようとし
た49。だが積極的な軍事改革は唯一，人員の削減だけだったとされる50。元来物質的な供給が十分
でなかった国家人民軍であったが，改革で不満を持つことはあれ，それを顕在化させることはなか
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った。よって，この問題が，クーデターの強い動機となることはなかった。
制度的構造
　自由化以降，東欧諸国の軍隊もまた，一枚岩ではありえなかった。古参と若手の将校，将校と下
士官や兵卒，それぞれのあいだで意識の違いが存在した。古参将校ほど，体制に対して従属的であ
り，現状の維持を望んでいた。一方，若手将校や下士官たちはおおかた，改革の流れを歓迎した。
東ドイツでは，党と軍隊の分離の問題について，古参の将校たちは現実を直視できず，大きな衝撃
を受けた。しかし，若手の将校や，政治将校たちはその事実を認識していた。なぜなら，彼らは徴
集兵たちの社会主義統一党への不満を身近に知る機会があったからである。だがそのような彼ら
も，将来に対しては不安を抱いていた。その彼らの不安や，国家人民軍に対する徴集兵の不満が拡
大し，ベルリンの壁開放後は，兵士たちはやる気を失い，命令拒否が相次いだとされる51。だが，
その抵抗手段は，あくまでサボタージュなどの非暴力的手段であり，急進的なものではなかった。
　東欧諸国の軍隊は政治に関与することは少なかった52が，自由化期にも，政治介入を試みた証拠
はあまりないとされる。ただ，ブルガリアでは，軍指導部が権力闘争に対して影響力を発揮し，チ
ェコスロヴァキアでも軍が動員される可能性が存在した。しかし，ソ連とは異なり，軍が直接武力
行使した国はなかった。ルーマニアでは，軍隊の介入があったが1それはチャウシェスクの退陣，
そして即決裁判と処刑に関わったのであって，クーデターを意図したものではなかった53。これは
東ドイッでも同様で，軍指導部の保守派が軍事力を用いてホーネヅカー体制の擁護を試みたが，徴
兵制から成り立っていた国家人民軍に対する信頼度は低く，実際にそれは起きなかった。国内の治
安維持に関わっていたのは，むしろ人民警察や国家保安省（シュタージ）の部隊であった54。
組織文化的特徴
　東欧諸国の軍隊には，軍内の党組織や党員の将校の存在を特徴とするソ連型の政治統制システム
が導入されていた。しかし，党による軍の統制は必ずしも成功しなかったといえる。なぜなら，自
由化期において，軍は国内の反対派から党や体制を守ることができなかった，もしくは守ろうとし
なかったからである55。その理由として，国内問題には内務省軍や治安警察などが動員されること
が多く，軍は対外的な任務に専心することが多かったというものもある。その対外的任務の重視の
結果，東欧諸国の軍隊は専門職業主義化し，文民優位の原則を受容し，政治に関わることがなかっ
たという解釈も成り立つだろう56。また，党の指導部は，徴集兵から構成されていた軍を国内問題
に利用することには，信頼性という観点から，否定的であった。そして，この地域の軍隊は総じ
て，改革的指向を持っていたという指摘もある。例えば，チェコスロヴァキア軍の将校たちが，
1970年代に人権弾圧に反対する反体制派が主導した「憲章77」の調印者のなかにいたという事実
が，そのことを証明している57。
　東ドイツでも，前述のように国家人民軍は国内問題に関わることはなく，政治的・イデオロギー
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的統制機構は残存しながら，軍の専門化が促進された。さらに，国家人民軍は社会から隔絶され，
軍務の過密さも加わり，政治に関わる余地がなかったともいわれる58。
2．外的要因
正統性
　東欧では，共産党一党独裁体制から，自由選挙で選ばれた政党や政治家からなる政権への転換に
伴って，大衆の支持はその新たな政権担当勢力の下へと移った。もちろん，この地域では外発的に
社会主義が導入された国が多く，歴史的に政治的・経済的改革や反体制運動が存在してきたという
点も考慮に入れておかねばならない59。大衆の支持が反対派に流れていくなか，体制の護持が重要
な任務の1つと考えられてきた各国の軍隊は，国によって微妙な差異はあるが，いざという事態
に体制を支持しなかった60。結局，この地域の共産党が，軍隊に対するイデオロギー的な忠誠を勝
ち取ることができなかったことが，その原因であったと考えられる61。また，専門職業主義化の進
展のなか，党のイデオロギー化政策が自明のものとなり，日常化してしまうとき，党の軍という意
識から国家の軍という意識への漸進的な移行がなされたと考えることもできる。よって，イデオロ
ギーの日常化の結果，党によるイデオロギー的監督という点を除けば，軍が政治に関与することは
あまりなかったので，介入する理由を欠いたという解釈もできよう。
　東ドイツでは，社会主義統一党指導部が改革に及び腰であったが，ソ連側の圧力は存在し続け，
民衆からの自由化を求める声も徐々に拡大した。特に，1989年10月のゴルバチョフの東ドイツ訪
問は，体制崩壊の端緒となった。ゴルバチョフは，間接的にホーネッカー書記長の指導を批判し，
その結果として大衆の盛り上がりが起こった。その後，ホーネッカーが失脚し，クレソッを新書記
長に迎えたが，自由化の爆発的な流れを食い止めることはできなかった。さらに，11月のベルリ
ソの壁開放によって，体制としての存在意義を失いつつあった社会主義統一党体制が急速に瓦解し
始めた。その権力の真空状態を脱するために，12月に新たに発足したモドロウ政権のもと，政権
側と反対勢力との円卓会議が開かれた。1990年3月には，東ドイッ史上初めての自由選挙であっ
た人民選挙によって，西側の支援を受けた（東ドイツの）キリスト教民主同盟を中心としたドイッ
連盟が勝利し，そのキリスト教民主同盟の党首・デメジエールを中心とした連立政権が発足した。
その結果，ドイッ統一への流れは急速に速まり，10月3日に統一が達成された。
　以上の政治的経過からも分かるように，その変化は著しく速かった。よって，大衆が正統性をど
こに置いていたのか，という問題について答えることは非常に難しい。これは，軍隊が依拠すべき
対象の変動をも意味しており，この急進的な変化のなか，軍が社会主義統一党体制の崩壊を阻止す
るために行動することは困難だったという説明には，説得力があるといえる62。
国家統合・保全
　ソ連・東欧では，多民族国家が多く，民族問題を抱えていた国は少なくなかった。東欧ではこの
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時期からポスト社会主義期において，のちに内戦を経験することになったユーゴラヴィアを筆頭に，
2つの主要な民族が共存していたチェコスロヴァキアと分断国家の東ドイッにおいて，国家の枠組
の変更や，国民国家の形成という問題が浮上した。だが，チェコスロヴァキアでは，自由化期に民
族問題が激化することはなく，東ドイッも平和裏に西ドイッとの統一が達成された。その他の国々
でも，激しく民族運動が高揚することはなかった。それ以外の国々でも，民族問題は存在したが，
分離・独立を主張する勢力になることはなかった。よって，ユーゴスラヴィアを除いて，軍が国家
の分裂を食い止める役割を担うことはなかった。
　また，軍は党に対して強い忠誠を誓ってはいなかった。それは，自由化期に，軍隊がしばしば，
命令に背いて，大衆に銃口を向けるのを拒否したところから分かる63。さらに，民族分離や統合の
インセンティヴの働かない国家においては，共産党一党独裁の「党・国家」よりも，「国民国家」
に忠誠を誓う傾向があったとも考えられるan。
外国の影響
　ソ連のブレジネフドクトリンの放棄によって，この地域の政治状況は変化した。ソ連軍の存在が
東欧の改革の進展を妨げていたが，その介入の可能性が減じたとき，一気に自由化は加速した。そ
のことはまた，東欧諸国の軍隊（もしくはソ連軍）が自由化を食い止めるために，ソ連を後ろ盾と
したクーデターを起こす可能性も減少したことを示す。ただ，ソ連が存在する限り，東欧諸国では，
1989年革命後も，ゴルバチョフの改革が挫折し，いつかソ連が侵攻してくるのではないか，とい
う不安が存在していたともいわれている。1991年のソ連の8月クーデターなどを目の当たりにし
て始めて，その不安は杞憂であることが証明された65。
　東ドイッにおいて，1989年の8月頃には，ソ連軍は東ドイッ国内への介入をおこなわない方針
を受け入れていた。国家人民軍もワルシャワ条約機構軍に属していたため，独自に動く可能性は乏
しかった。さらに，この時期にソ連側から，国家人民軍の最高指揮権はソ連にあるという点につい
て，再確認が行なわれたといわれている。よって，東西ドイッ統一までの時期に，ソ連軍も，国家
人民軍も政治に関わる余地はなかった66。
第3節比較分析
　以上，ソ連と東欧諸国それぞれの条件の違いについて説明を試みたが，それがいかなる結果を導
いたのだろうか。まず，今までの議論をもう1度整理し（表2参照），その違いについて説明した
い。
　まずソ連では，トビリシやヴィリニュスなどで起こった国内問題に軍が動員され，同時に将校の
政治化ともあいまって，徐々に軍人が政治状況に関わることを余儀なくされていた。その国内問題
への動員においては，軍は不満を持ちこそすれ，文民優位の原則から命令に背くことはなかった67。
　そして，連邦の弱体化・解体を危ぶむ一部の保守派と結びついた将校がクーデターに参画した。
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表2　自由化期のソ連と東欧：クーデターの要因とその結果
ソ　　　連 東　　　欧
集団的利益 侵害（既得権益多い） 侵害（既得権益少ない）
分裂あり 分裂あり????
制度的構造 　　曹噛・「・「「「曹，，，9，曾曾．P．「曾「曾曾「曽
ｭ治化
　曹9■999，，噛9曾曾層曾曾，曾．，，．，，F．，
ｭ治化せず
国内不関与の原則への侵害 国内にあまり関与せず
組織文化的特徴
文民優位 文民優位
正統性 党から国家へ（元々反ソ的であり，ナシ㏍iリズム優勢）????
国家保全 共和国の自立，ソ連中央の弱体化 大きな民族紛争なし（例外としてのユーSラヴィア）
外国の影響 東欧圏崩壊の余波 ソ連の軍事的脅威の減少
???
国内問題への動員 あり なし（例外：ユーゴスラヴィア，ルーマjア）
体制維持のための関与 あり なし
※筆者作成
だが，上級将校にとっては，連邦の解体を防ぎたいという使命感と，権力への不関与という問題の
あいだで，ジレンマを抱えていた68。しかし，他の将校たちのほとんどは国家解体を危惧しながら
も，はっきりとした態度を示さなかった。もちろん，そのなかでもクーデター首謀者に真っ向から
立ち向かった将校は少なく，ほとんどが日和見戦術を取った。それは，保守派の古参将校も例外で
はなく，彼らもどちらの側につくか最後まで明確にしなかった69。結局，主要な将校たちは，首謀
者たちの命令を実行しなかった。このことが，クーデターの失敗を招いたことは明白である。
　一方東欧では，自由化の波のなかで市民のデモや暴動が拡大したが，これにほとんどの国の軍隊
は関与しなかった。また，将校はほとんど政治に関わることもなく，自由化を容認した。なぜデモ
鎮圧に軍が動かなかったのかについてであるが，まず国内治安維持は治安機構が担っていたため，
軍に命令が下されなかったという理由があげられる。また，党指導部は，この時期の急速な政治状
況の変化に対応できなかったともいわれている。さらに，東ドイッでは，時の指導者のホーネッカ
ーがガンのため，党指導部が決定を下すことができなかった70。加えて，軍のなかで実際に任務を
担うようなレヴェルの軍人は大衆からの徴集兵が多く，市民の側にシソパシーを感じていたため，
党指導部が動員をためらったという理由もありうる。
　また，なぜ軍が体制の崩壊を食い止めなかったのかの理由であるが，軍を巻き込んでクーデター
を図る勢力が存在しなかったことが大きい。また，軍自体にその原因を求めるならば，その軍が改
革志向であったため，共産党主導の社会主義体制の解体を止める側ではなく，むしろ反対勢力の側
に忠誠を見出した（もしくはそれらを容認した）ともいえる。だが，最も重要な理由は，軍が体制
を擁護する動機を欠いていたからであろう。その源になりうるのは，特権の維持や，党への忠誠と
いった問題であるが，東欧の軍はどちらも欠いていた。
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おわりに
本稿では，クーデターの発生要因に関する分析枠組の構築を主軸として，そのケーススタディー
として，社会主義体制の崩壊過程で，なぜソ連ではクーデターが起こり，東欧諸国では起こらなか
ったのか，という問題について考察をおこなった。ソ連は軍が分裂を経験し，政治化していた軍の
一部が保守派に引っ張られるかたちでクーデターに関与したが，東欧諸国の軍隊も内的分裂はあっ
たものの，政治に関わることもなく，体制維持派が軍を動員することもなかった。ソ連・東欧の軍
は本来，文民優位の原則を受容し，政治に関わることもまれだったので，国家の解体を憂いながら
も，それを食い止める強力なアクターとはならなかった。よって，ソ連と東欧双方で，社会主義体
制の維持・旧体制への回帰はなかったのである。
　ただ，東欧諸国においては，繰り返しになるが，国ごとの差異がかなりの程度で存在していた。
今後，今回の一般的議論を踏まえ，東欧諸国それぞれの政軍関係についての考察が必要不可欠であ
る。それについては，今後の課題としたい。
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